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研究要旨 パンデミック時における感染症対策の観点から、新型コロナウイルス感染症に
おいて、群馬県衛生環境研究所が関係機関（県、保健所、医療機関、医師会、国立感染症
研究所等）と連携して行ってきた活動の現状と課題について検討した。令和 3 年度に実施
した精度管理事業では、正しい結果が得られたなかった施設もあった。検査の精度を確保
するため、精度管理事業は重要であると考えられ、精度管理事業後の研修活動も重要であ
ると考えられた。 
 保健所や医療機関との連携では、日頃からの情報提供や情報共有が最も重要であり、そ
の役割は地方衛生研究所が担っていると考えられる。地域における専門機関として、地方
衛生研究所に法的根拠を付与することで検査や疫学機能の充実に加えて、新たな感染症情
報システムを構築していく必要がある。 
 
 

 
Ａ．研究目的 
パンデミック時における感染症対策の観点から、

新型コロナウイルス感染症において、群馬県衛生環
境研究所が関係機関（県、保健所、医療機関、医師
会、国立感染症研究所（感染研））等と連携して行っ
てきた活動の現状と課題について検討する。 

 
Ｂ．研究方法 
群馬県衛生環境研究所において、新型コロナウイ

ルス感染症の検査体制の強化のために行った精度管
理事業および関係機関（県、保健所、医療機関、医師
会、感染研）との連携について調査する。 

 
 
Ｃ．研究結果 
1. 精度管理事業 
群馬県内で新型コロナウイルスの検査を行ってい

る医療機関を対象として、精度管理事業を行った。
令和 3 年度は、22 施設で不活化ウイルスを用いて検
査精度の確認を行った。結果として、陰性サンプル
では全ての施設で正解となった。一方、陽性サンプ
ルでは、22 施設中 14 施設で正しく判定できたが、8
施設で正しい結果が得られなかった。主に、特定の
機器や方法で不正解となっており、ウイルス検出に
おける遺伝子の抽出工程や感度不足などが主な原因
であったと考えられる。 
精度管理事業では、研修会も実施することで、精

度管理への理解および遺伝子検査法に関する基礎的
知識の情報提供を行った。研修会には、22 施設中 14
施設が参加した。研修会の開催にあたり、各施設に
おける新型コロナウイルスの検査の状況を把握する
ためアンケート調査を行った。アンケート調査の結

果から、新型コロナウイルスの検査に従事する検査
員は、経験年数が 10 年以上の職員が多い一方で遺伝
子検査に関する経験が 1 年未満である職員が大半を
占めていることが分かった。さらに、全体の 40%の
施設で標準作業書（SOP）が作成されていないこと、
検査を始める際の研修も 10%の施設で研修を実施し
ておらず、研修を実施した機関の 20%が機器導入時
における納品説明で代替している事が分かった。新
型コロナウイルス検査に対する自由意見では、新し
い機器を導入しても人員が増やせないことや急いで
検査を始めたことによる人員配置の編成の問題、通
常業務の圧迫も問題視されていた。アンケート調査
の結果から、遺伝子検査への経験が少ない中で限ら
れた人員をやり繰りしながら検査を行っている実態
が明らかとなった。 
精度管理を定期的に行う事や研修活動への要望も

あるため、今後も継続して実施することが求められ
ている(学会発表 1)。 

 
 
2. 保健所との連携 
保健所との情報共有を目的として、「新型コロナウ

イルス感染症合同カンファレンス」を実施した。令
和 3 年 12⽉27⽇にハイブリッド形式で実施し、67名
が参加した。参加者は、保健所職員（中核市を含む）
を中心として、県庁から健康福祉部だけではなく、
産業政策課やぐんま暮らし・外国⼈活躍推進課など
関係する課からも出席してもらうことで広く情報共
有を行った。カンファレンスでは、医療現場での対
応について実際に診療している医師からの説明、流
⾏状況および検査について、さらにゲノム解析の⽬
的・意味・活⽤⽅法などを衛生環境研究所の担当職



 

 

員から説明することで情報共有した。さらに、「ゲノ
ム解析からみた感染拡⼤およびクラスター発⽣時の
疫学調査の課題について」として総合討論を行い、
群馬県の実情を保健所間で情報共有し県庁関係課に
も対策の必要性を共有した。群馬県では、外国人へ
の対応方法に大きな課題があることから関係する係
の間で現状の共有が行えた。さらに、保健所間では
立ち入り調査時の問題点や課題・改善点について多
くの議論が交わされ、詳細な情報共有の場となり、
今後の業務における改善につながった。 

 
3. 検査会社による誤判定事例の対応 
 前橋市と連携することで群馬県内の民間検査会社
による誤判定事例に対応した。群馬県内では、新型
コロナウイルス検査を行っている公的な機関は衛生
環境研究所だけであり、中核市保健所だけでは対応
できない技術的・専門的な観点からの指導を行った。
民間検査会社からの改善案に対する意見も提出する
ことで誤判定再発防止のために協力した。 
 
4.  NGS 解析における情報共有 
 要望のあった自治体に対して NGS 解析の見学お
よびプロトコールの提供を行った。NGS 解析の導入
にあたり感染研だけでは対応することが困難な検査
法に関する問い合わせや要望について他の自治体の
担当者と情報共有した。 

 
 

5. 県医師会との連携 
群馬県では、以前から県健康福祉部と県医師会幹
部との連携のため、毎月「官庁連絡会議」を開催し
情報共有している。衛研からは感染症発生動向調査
事業等の情報を提供し、ゲノム解析の結果を含めて
新型コロナウイルス感染症の情報もトピックスとし
て提供した。 
  
6. 医療機関との連携 
 群馬県衛生環境研究所ではこれまで、群馬大学、
前橋赤十字病院等と連携して、不明疾患における検
体検査のネットワークを構築してきた。今回、群馬
大学医学部と共同で COVID-19 患者が皮膚病変を発
症し，結節性紅斑様病変と診断された症例を報告し
た（論文発表 1）。 
 
7. 感染研との連携、分子疫学解析 
 新型コロナウイルス感染症対策において、分子疫
学解析を行うことは非常に大きな意味がある。そこ
で、国立感染症研究所が行っている国内の新型コロ
ナウイルスのゲノム情報が示す国内伝播の状況の解
析に協力した。さらに、群馬県でもフルゲノム解析
を行い県内の新型コロナウイルスの分子疫学解析も
行い、その結果を病原微生物検出情報に報告した（論
文発表 2）。 
 
8. 情報発信、マスコミ対応 
 群馬県では、積極的に「YouTube」を活用すること
で新型コロナに関する各種情報を提供している。ワ
クチンに関する安全性や有効性に関する情報提供に
おいて、群馬県衛生環境研究所も専門家の立場から
情報提供に協力した。 

 
9. 各種システム 
 感染症発生動向調査事業において、NESID を利用
しているが、厚労省により新型コロナウイルス感染
者等情報把握・管理システム（HER-SYS）が導入さ
れた。群馬県衛生環境研究所では、人員不足である
中、HER-SYS のデータチェックや入力について保健
所機能の支援を行った。また、衛研内での協力によ
り全所的な対応を行った。 
 
10. 衛研の機能強化 
 地方衛生研究所（地衛研）は、各種情報分析、クラ
スター対策など検査機能以外にも多くの役割を担っ
ている。地衛研は、地域保健法による設置が義務づ
けられている保健所とは異なり、法的設置義務がな
く、条例により設置されている。近年、地衛研の予
算や人員が削減されているところに、今回の新型コ
ロナのパンデミックが発生し、各地衛研で急激に拡
大した PCR 検査数の増加への対応、変異株出現によ
る遺伝子解析への対応に苦労しているのが現状であ
る。大規模なパンデミックに対応するには、地衛研
を法的に位置づけ、平時からの人材育成、新しい検
査技術の導入、クラスター対策のための疫学調査機
能の強化が必要である。 
 
Ｄ．考察 
新型コロナウイルス検査において、検査数の増大

とともに検査精度への影響が懸念された。精度管理
事業をとおして、いくつかの検査方法において、精
度管理事業で正しい結果が得られていないこともあ
り検査体制に問題があることが示唆された。医療機
関における検査では、限られた人員の中で遺伝子検
査の経験がない検査員が少ない研修で検査を行って
いることが明らかとなり、今後、地衛研が精度管理
や検査に関する技術的な研修などを通して管理して
いく必要があると考えられる。また、研修会は、医
療機関同士の連携において、活発な意見交換の場と
なっていることから、交流の場にもなっていると考
えられる。 
保健所との連携の目的で行ったカンファレンスで

は、部局を超えた情報共有が行えたことは非常に大
きな意味があった。縦割りの行政組織においては部
局間でどのような活動をしているのか不明な点があ
るが、通知文書の共有などをとおして、対策の必要
な部分に関する意識共有につながったと考えられる。
また、保健所間での情報共有において地衛研が果た
す役割は大きく検査だけではなく詳細なデータの解
釈についても情報提供を行っていく必要があると考
えられる。保健所では、少ない情報と限られた時間
の中で目先の対応を強いられることが多く、効率的
に情報が得られるカンファレンスの効果は大きいと
考えられる。 
民間検査会社での検査においても管理・監督でき

る立場から専門的な視点で指導できる地衛研は代替
できない重要な機関であると言える。特に、検査体
制や検査結果に関する専門的な意見は、保健所や本
庁では困難であり高度な検査が普及している状況を
考えると、その重要性は今後さらに大きくなってい
くと考えられる。 

NGS のような高度な検査によって、多くの情報が



 

 

得られるが、経験の乏しい職員が多い自体では検査
の導入にも苦慮していることから日頃からの人材育
成が必要であると考えられる。今回、情報提供した
自治体では、その後、円滑に NGS 解析が実施できて
いることから、自治体間の連携や情報共有も重要と
考えられる。 
医師会、医療機関、感染研との連携においては、

地衛研が行っている検査や研究についての情報提供
を行う事が非常に有用な知見につながることも明ら
かであることから、日頃からの連携が重要であると
言える。また、得た知見を外部に公表していくこと
で広く情報共有につながることから積極的な情報発
信も大切であると考えられる。群馬県では、Dx 化を
推進していることから、「YouTube」についても積極
的に活用している。今後、ますますその活用の仕方
が重要になると考えられることから、地衛研におい
ても Dx 化の推進は必須であると考えられる。 
地衛研における機能強化では、人員不足が最も大

きな課題である。大規模なパンデミック時には、機
能が発揮できないことにつながることもあるため、
効率的なシステムを導入することによる省力化は必
要不可欠である。効率的なシステムの導入により、
効果的な人員配置や詳細な専門的な解析を行う事に
つながる事が期待できるため。早急に、医療機関、
保健所、地衛研などが迅速に情報共有できるシステ
ムの開発が必要と考えられる。 

 
 

  
Ｅ．結論 
群馬県では、県、衛研、県医師会、医療機関、民間

検査会社等が連携して、PCR 検査の検体数の増加に
対応したが、検査精度を地衛研が確認していく必要
があり、地域における専門機関として中心となって
活動することが求められている。パンデミック時に
おいては、平時から関係機関との連携体制が重要で
あり、各自治体において１）パンデミックに対応し
た PCR 検査体制の構築、２）クラスター対策に対応
出来る人材育成、３）感染症発生動向調査における
NESID 等を考慮した現場目線の新規なシステム構築
が急務である。こうした課題に対応するため、地衛
研に法的根拠を与え、機能強化を図るべきである。 
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その他 
1. 新型コロナワクチン 大学生の声 みなさんへ

のお願い｜ワクチン接種推進課｜群馬県. 
https://www.youtube.com/watch?v=Qiqsc3as7zc 
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